
令和８年度随意契約一覧表【福祉部】

令和８年４月１日から令和８年６月３０日までの随意契約

担当課 契約名 契約日 契約相手方 契約金額（円） 契約内容の概要 該当条文 業者選定の理由

障がい福祉課
令和８年度  手話奉仕員養成講
座業務

令和8年4月10日
社会福祉法人　富田林市
社会福祉協議会

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 1,116,520

地域生活支援事業における市町村必須事業である、手話奉仕
員養成講座を開催し、市民に手話の啓発・周知を行います。
また、聴覚障がい者の第一言語である手話を広く市民に広め
て、聴覚障がい者が社会参加しやすい社会の構築を目指しま
す。

地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

本事業は障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の意思疎通支援事業におい
て、市町村の必須事業として位置づけられており、本市においても長年開催してき
た事業です。
実施にあたっては、長年、指定管理者として事業を担ってきた経験と実績を鑑み、
また、他に事業受託できる団体がないことから、社会福祉法人富田林市社会福祉協
議会が適切な受託者であると考え、随意契約を希望するものです。

障がい福祉課 令和８年度  障害者福祉システ
ムメンテナンス

令和8年4月1日
富士通Japan　株式会社
関西・中部公共ビジネス
統括部（大阪）

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 3,451,580

本メンテナンス契約は、システムを安定運用するために定例
会等による情報共有、業務運用上のQ＆Aの受付対応、システ
ム環境管理、システム修正情報の提供及びシステム異常時の
対応等を行うものです。

地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

システムを構築・カスタマイズした業者であり、本市の現在のシステムの状況を熟
知しており、システムの安定した稼働のためには同者と契約を締結するのが最適で
あるため。

増進型地域福祉課
富田林市福祉コミュニティ推進
事業業務

令和8年4月15日 社会福祉法人　富田林市
社会福祉協議会

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 25,779,632

コミュニティソーシャルワーカー及び、その指導監督機能を
有するコーディネーターを配置することで、地域福祉セーフ
ティネットを機能させるため、地域における見守り・発見・
つなぎ機能の強化を図るとともに、地域の様々な福祉課題を
行政、専門職及び地域住民の協働により解決していく力の向
上を目指す。

地方自治法施行
令167条の２第
１項第２号

コミュニティソーシャルワーカーの役割等は、市と社会福祉協議会が協働にて策定
している富田林市地域福祉計画・富田林市地域福祉活動計画に位置づけられてお
り、また、すでに住民同士の支え合い運動を展開する「小地域ネットワーク事業」
を実施するなど、地域福祉推進の中核を同協議会が長年に渡り担っていることか
ら、同協議会が事業実施することが最も適していると考えるため。

増進型地域福祉課
富田林市生活困窮者自立相談支
援事業業務

令和8年4月15日
社会福祉法人　富田林市
社会福祉協議会

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 23,740,552

本事業は、生活困窮者が抱える多様で複合的な問題につき、
生活困窮者からの相談に応じ、必要な情報提供及び助言を行
うとともに、生活困窮者に対する支援の種類及び内容等を記
載した計画の作成、生活困窮者に対する認定生活困窮者就労
訓練事業の利用のあっせん等、さまざまな支援を一体的かつ
計画的に行うことにより、生活困窮者の自立の促進を図るこ
とを目的とするもの。

地方自治法施行
令167条の２第
１項第２号

同協議会は、これまでも本市の福祉行政全般に深く関わりがあり、国の生活困窮者
支援対策の中で、生活福祉資金の貸付事務ができる唯一の機関であるほか、生活困
窮を含む各種相談を受けるコミュニティソーシャルワーカーについても、本市の委
託先としての実績があることから、それらを総合的に勘案し、本事業の委託先とし
て最良であると考えるため。

障がい福祉課 令和８年度  障害介護給付費審
査支払事務

令和8年4月1日 大阪府国民健康保険団体
連合会

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 2,812,810

障害介護給付費に関する費用の請求に係る審査支払事務。

（指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等及び
指定相談支援事業者から所定の期日までに、市の電子機器に
備え付けられたファイルに記録された障害介護給付費につい
て、その内容を審査し、市が支給決定した後、当該指定事業
者等に対して、障害介護給付費の支払いを行う業務）

契約手数料…　１１０円/１件（消費税含む）　　　年間見
込み件数　25,571件

地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

障害介護給付費に関する費用の請求に係る審査支払事務については、大阪府国民健
康保険団体連合会以外、事務ができる団体はなく、事務の性質上、上記の業者が事
務を担ってきた経過があり、当該事業者が事務を適切に実施できるものと考え、随
意契約を希望するものです。

障がい福祉課 令和８年度  障害児給付費審査
支払事務

令和8年4月1日 大阪府国民健康保険団体
連合会

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 1,838,100

障害児給付費に関する費用の請求に係る審査支払事務。

（指定障害児通所支援事業者等、指定障害児入所施設等及び
指定障害児相談支援事業者から所定の期日までに、市の電子
機器に備え付けられたファイルに記録された障害児給付費に
ついて、その内容を審査し、市が支給決定した後、当該指定
事業者等に対して、障害児給付費の支払いを行う業務）

契約手数料…　１１０円/１件（消費税含む）　年間見込み
件数　約16,710件

地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

障害児給付費に関する費用の請求に係る審査支払事務については、大阪府国民健康
保険団体連合会以外、事務ができる団体はなく、事務の性質上、上記の業者が事務
を担ってきた経過があり、当該事業者が事務を適切に実施できるものと考え、随意
契約を希望するものです。

生活支援課 生活保護等版レセプト管理クラ
ウドサービス

令和8年4月1日
富士通Japan　株式会社
関西・中部公共ビジネス
統括部（大阪）

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 3,131,040

『生活保護等版レセプト管理クラウドサービス　Ｒｅｚｅｐ
ｔＰｌｕｓ』

生活保護受給者の医療診療レセプトデータを管理するための
クラウドシステムに係るサービス利用料

地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

レセプトは月ごとに作成され、直近５年分をいつでも閲覧できる状態にしておく必
要があります。閲覧するためには管理システムが必要であり、頻回な管理システム
の変更はデータ移行も含め現実的でなく、令和７年度も富士通Ｊａｐａｎ株式会社
の生活保護等版レセプト管理クラウドサービスの利用を継続し、クラウドサービス
の提供者である富士通Ｊａｐａｎ株式会社関西・中部公共ビジネス統括部との随意
契約を希望いたします。

契約期間（納入期限日）



令和８年度随意契約一覧表【福祉部】

令和８年４月１日から令和８年６月３０日までの随意契約
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生活支援課
生活保護電算処理システム保守
点検業務

令和8年4月1日
富士通Japan　株式会社
関西・中部公共ビジネス
統括部（大阪）

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 1,515,250 生活保護電算処理システム保守点検業務
地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

委託契約予定先の富士通Ｊａｐａｎ株式会社は、本市で現在稼動中の生活保護シス
テムの開発業者であり、同時に導入済みパッケージプログラムの著作権を有する業
者でもあります。プログラムが安定して稼動できる状態を保つためには富士通Ｊａ
ｐａｎ株式会社以外の業者と契約を行うことは事実上不可能です。
以上の理由により、富士通Ｊａｐａｎ株式会社関西・中部公共ビジネス統括部との
随意契約を希望します。

生活支援課 Jip-Base利用料（生活保護シス
テム）

令和8年4月1日 日本電子計算　株式会社
大阪支店

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 1,848,000
生活保護電算処理システムをクラウド環境で稼働させるた
め、クラウドサービスの月額利用契約を結ぶものです。

地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

現在生活保護システムで利用しているサーバは、本市の基幹系システムで利用して
いる日本電子計算株式会社のクラウドサービス上に構築され、稼働には月額利用契
約を結ぶ必要があります。
　基幹系システムと同じサーバを利用すると、既に設置された回線を利用できるこ
とから回線工事が不要なこと、本市の基幹系システムを運用している実績があるこ
とから、日本電子計算株式会社大阪支店との随意契約を希望するものです。

障がい福祉課 令和８年度  富田林市障がい支
援区分認定調査業務

令和8年4月1日

（福）大阪府障害者福祉
事業団、（福）桃花塾、
（福）四天王寺福祉事業
団、（福）いずみ野福祉
会、（福）聖徳園、（特
非）あい、（有）ヒュー
マンリンク、（福）輝、
（特非）次世代育成・少
子化対策研究会、（一
財）成研会、（有）テン
ダァ、（同）スエロ

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 1,645,600

この業務は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律（平成17年法第123号）の規定に基づく障が
い福祉サービスを利用する際、同法第21条に規定する障がい
支援区分認定が必要であることから、同法第20条第2項の規
定に基づき、指定一般相談支援事業者等へ業務委託し、障が
い者等に関する認定調査を行うものである。
4,400円（1件）×374件（年間）＝1,645,600円

地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法第１
２３号）の規定に基づく障がい福祉サービスを利用する際、障がい支援区分認定が
必要となります。
　本契約は、この業務を効率的かつ効果的に実施するため、法第二十条第二項の規
定する厚生労働省令で定める者に、認定調査の業務委託を行うものです。
　契約を予定している事業者は、本市で当該事業を実施してきた実績があります。

生活支援課 最高裁判決を踏まえた追加給付
のシステム改修業務

令和8年4月1日
富士通Japan　株式会社
関西・中部公共ビジネス
統括部（大阪）

令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 16,500,000
最高裁判決を踏まえた追加給付に対応するため、現在稼働中
の生活保護・中国残留邦人支援給付システムの改修作業を委
託します。

地方自治法施行
令第167条の２
第１項第２号

富士通Japan株式会社関西・中部公共ビジネス統括部（大阪）は、本市で現在稼働中
の生活保護システムの開発業者であり、同時に導入済みのパッケージプログラムの
著作権を有する業者でもあります。プログラムが安定して稼働できる状態を保つた
めには富士通Japan株式会社以外の業者と契約を行うことは事実上不可能です。
　以上の理由により、同社との随意契約を希望いたします。


